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市 長 記 者 会 見

令和３年12月21日

案 件

１ 「いわき市行政DX戦略」の策定について
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DX

いわき市

2021.12月

行政

戦略

ＤＸ推進の視点

次の３つの視点から行政ＤＸを進め、市民サービスや業務
をアップデートしていきます。
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スマホ・PCから、いつでも
どこでも行政手続が可能に

来庁者の利便性を向上

３～５年後のゴールイメージ

5

デジタル広報メディア
の充実

行かなくてもよい市役所・便利な市役所を目指す
～「来庁が前提」から「デジタルで完結」へ～

・行政手続オンライン化の推進

・マイナンバーカードの普及促進

・市民窓口における

キャッシュレス決済の導入
主な
取組み

・市公式HPにAIチャットボットを導入

・市公式HPに手続きガイドを導入

どこからでも働ける
環境の構築

業務をデジタルベースに
ワークフローを最適化

ワークスペース改革 システム最適化

３～５年後のゴールイメージ

6
効率化により創出されたリソースで、より質の高い政策立案を進め、市民目線の新たな価値を創造

・インターネットやウェブ会議

環境の利便性向上
・基幹系業務システムの

標準化・共通化
主な
取組み

・業務のデジタル化とペーパーレス

の推進

・RPAやAIなど先端技術の活用

・Wi-Fi環境の全庁整備
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アジャイルマインドで
スピード感を持って取り組む

DX推進の意識醸成と人材育成
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ＤＸ推進にあたっての組織風土改革

▸DXの推進を通して制度や組織、業務プロセスやサービスの変革を加速

▸施策のPDCAを高速化。より質の高い政策の立案・実施へ

・研修の充実と情報部門の支援

機能強化によるDX推進
主な
取組み

・RPA等の活用により業務改善プロセスの内製化を

図り、機動的かつ継続的な業務改善につなげる
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■国から優先的に実施することが求められている子育て・介護等

の27手続のうち準備が整った4手続について、令和４年１月17日
より新たにオンライン化の運用を開始します。

介護関係 ４手続

・居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出

・介護保険負担割合証の再交付申請

・被保険者証の再交付申請

・高額介護（予防）サービス費の支給申請

■上記以外の手続についても、可能なものから順次オンライン化
を進めていきます。

行政手続のオンライン化について
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報告事項

１ いわき市下水汚泥等利活用事業について

集約

いわき市下水汚泥等利活用事業について

・老朽化した衛生センターを廃止し、
その機能を浄化センターに統合。

・下水汚泥等をエネルギーとして
利活用。

１．事業概要
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継 続 （３施設）
（Ｒ６．４月～）

廃 止 （予定を含む）

R５年度末
廃止予定

R４年度末
廃止予定

H27年度 廃止済

生活排水処理施設の再編
下水処理場への処理機能集約（中部・南部衛生センターの廃止）

北部衛生
センター

中部衛生
センター

南部衛生
センター

北部浄化セ
ンター

東部浄化セ
ンター

中部浄化セ
ンター

南部浄化セ
ンター

R４年度末
廃止予定

いわき市下水汚泥等利活用事業について

し尿処理場 下水処理場

１．事業概要

いわき市下水汚泥等利活用事業について

中部浄化センター 南部浄化センター

固形燃料化設備

受入施設

受入施設 嫌気性消化設備

汚泥脱水機

燃料化棟機械濃縮設備

下水汚泥や浄化槽汚泥等の処理

焼却処分

現在
資源・エネルギーとしての利活用

（バイオガス発電・固形燃料化物の製造）

今後転換

１．事業概要
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いわき市下水汚泥等利活用事業について

２．スケジュール

Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ６～２５年度

12月 9月 ２月 3月

維
持
管
理
・
運
営

建設期間

設計期間

建
設
着
手

【南
部
浄
化
セ
ン
タ
ー

】

建設期間

建
設
着
手

【中
部
浄
化
セ
ン
タ
ー

】

事
業
契
約
締
結

事業期間内（設計・建設期間及び20年間の維持管理・運営期間）で以下の
効果が期待される。

①約120億円のコスト縮減
（既存施設の更新費用と比較して、約42%減）

（建設改良費約40億円減・維持管理費約70億円減、

消化ガス売却等市の収入約10億円）

②年間約7,700t-CO2の温室効果ガス削減
（既存施設と比較して、約96％の削減）

いわき市下水汚泥等利活用事業について

３．事業効果
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報告事項

２ 医療従事者等及び高齢者施設等の入所者等の新型コロナ

ウイルスワクチン３回目（追加）接種の前倒しについて

３回目（追加）接種の前倒し対象者

1

・ 医療従事者等

・ 高齢者施設等の入所者及び従事者

・ 病院及び有床診療所の入院患者

2回目接種完了から６か月経過後に接種することができる方

・ 上記の接種対象者に該当しない65歳以上の高齢者

2回目接種完了から７か月経過後に接種することができる方
【令和４年２月以降の対応】

厚生労働省の令和3年12月17日付け事務連絡により、次に該当する方は２回目接種完了から８か月
以上の経過を待たずに、３回目接種が可能となった。
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接種間隔の前倒しに係る対応➀

２

対象者 対応内容

医療従事者等

１ 接種券の発送
12月20日（月）時点で既に６か月経過した方に

接種券を発送します。
・接種券の発送日 12月20日（月）
・発送対象者数 9,000人

２ ワクチンの配送
３回目接種の体制が構築できた医療機関等へ

12月21日（火）以降に配送します。

【参 考】
12月１日時点で２回目接種から８か月を経過している約2,300

人の医療従事者には11月22日に接種券を発送済。
（12月８日以降順次接種開始）

接種間隔の前倒しに係る対応②

３

対象者 対応内容

高齢者施設等の入所者

及び従事者

介護老人保健施設や特別養護老人ホーム等の施設
種別毎に接種意向を照会し、３回目接種の前倒しを
希望する高齢者施設等に対し、順次接種券とワクチ
ンを配送します。

病院及び有床診療所の

入院患者

病院及び有床診療所に対して入院患者への接種意向
を照会し、接種意向を持つ医療機関に対し、順次接
種券とワクチンを配送します。

６か月経過後の接種
対象者に該当しない
65歳以上の高齢者

令和４年２月以降２回目接種の完了から７か月以上
経過した後に３回目の接種ができることとなったこ
とから、医師会等の関係機関と協議の上、本市の対
応方針を策定次第、お知らせします。
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報告事項

３ 紙面による新型コロナウイルス感染症予防接種証明書

（ＱＲコード付き）の申請受け付けについて

接種証明書のデジタル化

1

・接種証明書が12月20日（月）からデジタル化。

・専用のアプリからQRコード付きの電子証明が

取得可能。 （マイナンバーカードが必要）

・電子証明書が取得できない方には、「紙面による

接種証明書（QRコード付き）」を発行。

・国内用、海外用の2種類があり、海外用の申請には

旅券（パスポート）が必要。

紙面による証明書のサンプル（海外用）
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紙面による接種証明書の申請手続き

２

１ 申請方法

①郵送申請 必要書類を「保健所ワクチン接種証明担当宛」に郵送

②窓口申請 必要書類を次の窓口（市内7か所）に提出
・窓口 保健所 及び 内郷・好間・三和地区を除く各地区保健福祉センター6ヶ所
・受付時間 平日の9時～17時

２ 申請受付開始日時

12月20日（月）午前9時

３ 申請から交付までの期間

申請から交付までに４～５平日かかります。
※お急ぎの場合は、保健所総務課（0246-27-8555）までご相談ください。

４ 料金

無料（郵送交付の場合は、切手を貼付した返信用封筒が必要です）

注意点

3

日本国内で利用する紙面の接種記録としては、接種済証や接種記録書も従来どおり利用

可能です。また、３回目接種の接種券には１、２回目の接種記録が記載されています。

（国が実施するワクチン・検査パッケージはこれらの記録が利用可能です。）

接種済証（接種券の右側） 接種記録書（医療従事者等）


